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■A調査
平成25年住宅・土地統計調査の特別集計によるマンションストッ
クの推計

【項目】
・全国の住宅団地数 ････････････････････････････････4
・総マンションストック数に占める住宅団地の割合・・･･･5
・立地 ･････････････････････････････････････････････5
・建設年代・・・・・・・・・・・・・・・・・･･････････････････････ 6
・老朽住宅団地の増加見込み‥･････････････････････7
・住宅団地の建替え実績・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・8
・供給主体・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・9
・建築基準法第86条(一団地認定）の実績件数･･･････10

住宅団地の実態調査の概要

■その他調査
既存団地の事例等を調査

【項目】
・住宅団地周辺の商店数等の推移事例･････････････････27
・高経年住宅特有の課題
住民の急激な高齢化･････････････････････････････････34

・住宅団地内の商業施設の入居率が低下している事例・・35
・高経年団地における流動性の低下････････････････････36
・住宅団地の地域環境貢献事例・・・ ・・・・・・・・・・・・・・････37
・空き家の現状

推移と種類別内訳・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･･･････38
・分譲マンションの空き家発生状況(全国分)･････････････39
・分譲マンションの空き家発生状況(東京都分)･･････････ 40

■B調査
昭和58年以前に建設された東京都の住宅団地の基本諸元を調査

・用途地域・・・・・・・・・・・・・・・19
・指定容積率・・・・・・・・・・・・・19
・利用容積率・・・・・・・・・・・・・19
・指定建ぺい率 ・・・・・・・・・・20 
・高度地区・・・・・・・・・・・・・・・20
・日影規制・・・・・・・・・・・・・・・20
・一団地の住宅施設の
指定状況・・・・・・・・・・・・・・・20

・公示地価・・・・・・・・・・・・・・・21

【項目】
・住宅団地の共有関係・・・・・14
・立地分布・・・・・・・・・・・・・・・15
・建設年代・・・・・・・・・・・・・・・16
・棟数規模・・・・・・・・・・・・・・・16
・戸数規模・・・・・・・・・・・・・・・16
・敷地面積・・・・・・・・・・・・・・・17
・延べ床面積・・・・・・・・・・・・・17
・構造・・・・・・・・・・・・・・・・・・・18
・階層・・・・・・・・・・・・・・・・・・・18
・供給主体・・・・・・・・・・・・・・・18

■第5回 住宅団地の再生のあり方に関する検討会

議事：住宅団地の実態調査計画の概要について

・A調査 全国的な住宅団地のマクロな実態の把握

・B調査 住宅団地の基本諸元等の把握（東京都）

全国に存する住宅団地のストックを建築時期別、都市圏別推計等（A調査）、 東京都内に存する住宅団地の基本諸元等の調査（B調

査）を実施。

■調査期間：平成26年12月～平成27年10月
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１. Ａ調査

3※出典の記載がないものについては、全て国土交通省調べ
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全国の住宅団地数 約5,000団地（平成25年末現在）

注） １．住宅団地の定義･･･①同一敷地内に計画的に建てられている二棟以上の共同住宅群で、②分譲敷地を含むおおむね50戸以上のも

ののうち、③当該敷地が区分所有者等により共有されていると推定されるもの。

２． 推計方法・・・平成15年以降の住宅・土地統計調査では、団地・団地以外を判別する調査項目がないことから、平成25年住宅・土地

統計調査及びＵＲ・全国公社の供給実績を用いた特別集計、東京都内の団地型マンションの住棟数調査等により住宅

団地数(4,970団地）、住戸数(194.8万戸）を推計し、A調査において属性別集計を実施。

A調査 全国の住宅団地のストック状況－１

ス ト ッ ク 数

新 規 供 給 数

4



A調査 全国の住宅団地のストック状況－２

１．総マンションストック数に占める住宅団地の割合

団地型 195万戸
33%

非団地型 403万戸
67%

0 1,000,000 2,000,000 3,000,000 4,000,000 5,000,000 6,000,000
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２．立地別推計
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78% 768団地

15% 331団地
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総マンションストック約600万戸(H25時点）のうち、住宅団地の割合は約１／３
（約5,000団地、200万戸）

全国の住宅団地のうち、三大都市圏に約８割が集中

注）その他の都市圏･･･札幌大都市圏、仙台大都市圏、新潟大都市圏、静岡・浜松大都市圏、岡山大都市圏、広島大都市圏、北九州・福岡大都市圏、熊本大都市圏、宇都宮都市圏、松山都市圏、鹿児島都市圏

5



7.2万戸
4%

42.4万戸
22%

41.1万戸
21%

104.1万戸
53%

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

～S45 S46～S55 S56～H2 H3～

（戸）

291団地
6%

1,260団地
25%

1,218団地
25%

2,201団地
44%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

～S45 S46～S55 S56～H2 H3～

(団地）

A調査 全国の住宅団地のストック状況－３

３．建設年代別推計

注）旧耐震基準･･･昭和56年5月31日までに建築確認を受けた建築物に適用

築25年経過以上56％

旧耐震基準31％

築25年経過以上47％

旧耐震基準26％

築25年経過以上の住宅団地が約５割（2,800団地、約91万戸）（うち、旧耐震基準のも
のは約1,600団地、約50万戸）
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昭和45年以
前：291団地）

（築35年超＝昭和55年
以前：1,551団地）

（築45年超＝
平成12年以

前：4,093団地）

（築35年超＝平成2年
以前：2,769団地）

（築45年超＝
昭和55年以

前：1,551団地）

（築35年超＝平成12年
以前：4,093団地）

（築45年超＝
平成 2年以

前：2,769団地）

（築35年超＝平成22年
以前：4,769団地）

A調査 全国の住宅団地のストック状況－４

４．老朽住宅団地の増加見込み

築後45年超は現在291団地であり、10年後には約5倍の約1,500団地、20年後には約10
倍の3,000団地弱となる見込み
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A調査 全国の住宅団地のストック状況－５

住宅団地の建替えの実績は累計で114団地、約12,700戸（平成27年４月時点）に留まる。
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工事完了済
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（12団地）

実施準備中
（1団地）

（件）

注）１.国土交通省調査による建替え実績及び地方公共団体に対する建替えの相談等の件数のうち団地型マンションを抽出し集計。
２.実施中・実施準備中件数は、平成18年4月1日分より集計。

■住宅団地の建替え実績

8



A調査 全国の住宅団地のストック状況－６
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民間供給の住宅団地が、団地数で２／３，戸数では約８割を占める
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５．供給主体別推計

【参考】URの旧耐震基準の住宅団地における壁式構造比率は、戸数ベースで約８割を占める
注）ＵＲ調べ
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建築基準法第86条（一団地認定）の実績件数－１

注）建築基準法第86条第1項及び第3項の実績件数を集計（既に取消されたものを除く） 10
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建築基準法第86条（一団地認定）の実績件数－２

注）建築基準法第86条第1項及び第3項の実績件数を集計（既に取消されたものを含む）
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(参考）A調査概要

■目的

全国の住宅団地の団地数、戸数の把握（ストックベース）

■この調査における「住宅団地」の定義

「同一敷地内に２棟以上の共同住宅が集団的（おおむね50戸以上）、かつ計画的に建てられているもの」（平成10年住宅・土地統計調査における

共同住宅の属性の「団地型」の定義）のうち分譲マンション*1で構成される団地。（なお、敷地の共有関係も推定する）

■推計方法

■推計結果の項目

全国の住宅団地数、総マンションストックに占める住宅団地の割合、立地、建設年代、老朽住宅団地の増加見込み、供給主体別に団地数、戸数

（ストックベース）を推計。

全国的な住宅団地のマクロな実態の把握

＊1：共同住宅に該当しない戸建住宅団地、テラスハウス等は調査対象外となる。
＊2：建て方が共同住宅、構造が鉄骨・鉄筋コンクリート造及び鉄骨造、階数が3階建て以上、住棟内に持ち家が2戸以上あるものを分譲マンションと判定。
＊3：平成15年以降の住宅・土地統計調査では、団地・団地以外を判定する調査項目がない。したがって、平成5・10年住宅・土地統計調査を特別集計して算出された「建築時期別の団

地・団地以外の分譲マンション棟の割合」を活用する。
＊4：住宅・土地統計調査による団地判定は外観によるもので、敷地の共有関係は確認していない。そこで、B調査による東京都団地型マンション候補（住調同様に敷地の共有関係は

確認していない）に対し、登記簿調査により敷地の共有関係を確認した団地型マンションの割合を乗じることで、補正を実施。

①平成25年住宅・土地統計調査の個表データをもとに、平成25年時点の全国の分譲マンション棟数、戸数を集計＊2

⇒【約12万8千棟、約598万戸】
②以下１）2）により、①より、平成25年時点の「団地型」の分譲マンションの棟数、戸数を推計

１）平成10年以前分については、既往特別集計（H10住調）において、団地型割合*3（建設時期別の棟数及び戸数ごと）が判明していること
から、それに基づき推計

２）平成11年以降分については、H5及び10住調 *3に基づき民間建設分についてH10時点での｢団地型｣供給量が継続するものと仮定し、UR及び
全国公社分の実績値を加えて算定
なお、併せて、｢団地型｣の割合の減少傾向について、過去の住調をもとに近似式を設定し、建設時期別の棟数及び戸数に乗じるトレン
ド推計による検証を実施

⇒【約3万7千棟、約222万戸、一棟当たり平均戸数約60戸】

➂②では敷地の共有関係が不明であり、いわゆる｢見かけ上の団地｣が混在していることから、そのうち「敷地の共有関係にある団地」の推計を

実施＊4 

・B調査において、東京都における｢見かけ上の団地｣から、登記簿調査により「敷地の共有関係にある団地」の割合が判明（棟数において、

87.8%）

・②で得られた棟数及び一棟当たり平均戸数を用いて、棟数及び戸数を算出

・東京都における「敷地の共有関係にある団地」の平均住棟数を用いて、団地数を算定

⇒【約4,970団地、約3万2千棟、約195万戸】
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２. Ｂ調査

13※出典の記載がないものについては、全て国土交通省調べ



２棟による土地共有

■住宅団地の共有関係

B調査 東京都住宅団地の諸元－1（昭和58年以前建設の住宅団地）

①分譲棟のみで敷地を共有

土地共有

１号棟

２号棟

附属

区分所有建物及び附属建物の敷地を全体共有して
いる例が多数を占める（273団地）

２棟による土地共有

道路

１号棟

２号棟

附属

■共有関係の例

④その他

2棟による土地
共有（A団地）

2棟による土地
共有（B団地）

4棟（A・B団地）
による土地共有

１号棟

２号棟

１号棟

２号棟

異なる団地で一部の土地を共有している例(4団地） 一団地で全体共有の土地と一部共有の土地が混在
している例(1団地）

4棟（1～4号棟）
による土地共有

2棟（3～4号棟）
による土地共有

１号棟

２号棟

３号棟

４号棟

例－① 例－②

例－① 例－② 14

団地タイプ区分 住宅団地数
①分譲棟のみで敷地を共有 273
②分譲棟と賃貸棟で敷地を共有 2
③共有形態が借地権（準共有） 2
④その他 5
⑤不明 3

合計 285



B調査 東京都住宅団地の諸元－２

■立地分布（都心からの距離）

都心より２０ｋｍ圏内の住宅団地が約5割を占める

10㎞

20㎞

30㎞

40㎞

50㎞

15

住宅団地数 比率

● 109 38%
● 81 29%
● 46 16%
● 31 11%
● 14 5%
● 4 1%

285 100%合計

棟数区分

2棟
3棟～5棟
6棟～10棟
11棟～20棟
21棟～30棟

30棟以上

住宅団地数 比率

50 18%
97 34%
57 20%
71 25%
10 3%

285 100%

東京都心からの距離帯区分

～10ｋｍ以下

 10ｋｍ超～20ｋｍ以下

 20ｋｍ超～30ｋｍ以下

 30ｋｍ超～40ｋｍ以下

 40ｋｍ超～50ｋｍ以下

合計

凡例



109 団地
38%

81 団地
29%

46 団地
16% 31 団地

11% 18 団地

6％0

20

40

60

80

100

120

2棟 3棟～5棟 6棟～10棟 11棟～20棟 21棟以上

B調査 東京都住宅団地の諸元－３

２．棟数規模別

5棟以下67％

5棟以下の住宅団地が約7割を占める
(団地)

113 団地
40%

106 団地
37%

30 団地
11%

28 団地
10%

6 団地
2%

0

20

40

60

80

100

120

～100戸 101～300戸 301～500戸 501～1000戸 1001戸～

300戸以下の住宅団地が約8割を占める

３．戸数規模別

300戸以下77％

(団地)

１．建設年代別

昭和46年から昭和55年建設の住宅団地が約6割を占める

41 団地
15%

155 団地
56%

81 団地
29%

0

20

40

60

80

100

120

140

160

～S45 S46～S55 S56～S58
注）不明8団地除く

(団地)

16注）不明2団地除く



1 団地
1%

11団地
4%

29団地
10%

26団地
9%

31団地
11%

44団地
15%

61団地
22%

33団地
12% 20団地

7%
21団地

7% 5団地
2%

0

10

20

30

40

50

60

70

500㎡以下 500㎡超

～1,000㎡以下

1,000㎡超

～2,000㎡以下

2,000㎡超

～3,000㎡以下

3,000㎡超

～5,000㎡以下

5,000㎡超

～10,000㎡以下

10,000㎡超

～20,000㎡以下

20,000㎡超

～30,000㎡以下

30,000㎡超

～50,000㎡以下

50,000㎡超

～100,000㎡以下

100,000㎡超～

注）不明3団地除く

B調査 東京都住宅団地の諸元－４

４．敷地面積別

５．延べ床面積別

(団地)
5,000㎡超～10,000㎡以下、10,000㎡超～20,000㎡以下の住宅団地の合計で約4割を占める

0 
3団地
1%

20団地
7%

17団地
6%

37団地
13%

54団地
19%

66団地
23%

39団地
14% 33団地

12%
12団地

4%
4団地
1%

0

10

20

30

40

50

60

70

500㎡以下 500㎡超

～1,000㎡以下

1,000㎡超

～2,000㎡以下

2,000㎡超

～3,000㎡以下

3,000㎡超

～5,000㎡以下

5,000㎡超

～10,000㎡以下

10,000㎡超

～20,000㎡以下

20,000㎡超

～30,000㎡以下

30,000㎡超

～50,000㎡以下

50,000㎡超

～100,000㎡以下

100,000㎡超～

注）延べ床面積には附属施設を含む

5,000㎡超～10,000㎡以下、10,000㎡超～20,000㎡以下の住宅団地の合計で約4割を占める
(団地)

37％

42％

17



B調査 東京都住宅団地の諸元－５

６．構造別

鉄筋コンクリート造（RC造）の住宅団地が約7割を占める

７．階層別

中層の住宅団地（５階建て以下）が約6割を占める

206 団地
72%

39団地
13%

1団地
1%

1団地
1%

5団地
2%

24団地
8% 9団地

3％

0
20
40
60
80

100
120
140
160
180
200
220

RC造 SRC造 S造 CB造 RC造及び

SRC造の

混構造

RC造及び

SRC造の

棟が混合

その他

構造形式の

異なる棟が

混合

(団地) (団地)

166団地
58%

71団地
25% 48団地

17%
0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

中層

（～5階建）

高層

（6階建～）

中層・高層混合

８．供給主体別

民間供給の住宅団地が約6割を占める

65 団地
23% 46団地

16%

174団地
61%

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

ＵＲ都市機構 公社 民間

(団地)

18



20 団地
7%

64 団地
23%

33 団地
11%

49 団地
17%

52 団地
18% 44 団地

16% 11 団地
4% 6団地

2% 1団地
1%

2 団地
1%

0

10

20

30

40

50

60

70

50％以下 50％超

～80％以下

80％超

～100％以下

100％超

～150％以下

150％超

～200％以下

200％超

～300％以下

300％超

～400％以下

400％超

～500％以下

500％超

～600％以下

700％超

54 団地
19%

0
(第二種低層住居専用地域）

129団地
45%6団地

2%

23団地
8%

4団地
1%

1団地
1%

6団地
2%

3団地
1%

31団地
11%

6団地
2% 22団地

8%

第一種

低層住居

専用地域

第二種

低層住居

専用地域

第一種

中高層住居

専用地域

第二種

中高層住居

専用地域

第一種

住居地域

第二種

住居地域

準住居地域 近隣商業地域 商業地域 準工業地域 工業地域 複数の

用途地域

B調査 東京都住宅団地の諸元－６

指定容積率200%の住宅団地が約5割を占める

１０．指定容積率別

(団地)

18 団地
6%

32団地
11% 22団地

8%

147団地
52% 38団地

13%

5団地
2%

3団地
1%

20団地
7%

0

20

40

60

80

100

120

140

160

80% 100% 150% 200% 300% 400% 500% 複数の

指定容積率

９．用途地域別

第一種中高層住居専用地域の住宅団地が約5割を占める

一低専

一中高

一住

準工

１１．利用容積率別

注）登記簿面積よる調
査のため、実際の
容積対象よりも大き
くなる。

19注）敷地面積不明3団地除く



52 団地
18%

158団地
55%

39団地
14% 22団地

8%

2団地
1%

12団地
4%

0

20

40

60

80

100

120

140

160

第1種 第2種 第3種 指定なし 最低限又は

最高限指定のみ

複数の指定

区域指定

30団地
11%

区域指定なし

255団地
89%

B調査 東京都住宅団地の諸元－７

１２．指定建ぺい率別

指定建蔽率60%の住宅団地が約7割を占める

住専系の規制がかかる住宅団地が約7割を占める

18 団地
6%

46団地
16%

194団地
68%

11団地
4%

16団地
6%0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

40% 50% 60% 80% 複数の建蔽率

(団地)

１４．日影規制別 １５．一団地の住宅施設の指定状況別

一団地の住宅施設の指定があるものは約1割

注）平成25年都市計画現況調査(国土交通省）の東京都における一団地の住
宅施設指定一覧より分譲住宅団地を抽出、かつ廃止地区を除外し集計

１３．高度地区別

東京都第二種高度地区の住宅団地が約6割を占める
(団地)

159団地
56%

37団地
13%

5団地
2%

00

18団地
6%

12団地
4%

3団地
1%

0
1団地
1%

2団地
1%

7団地
2%

0

18団地
6% 10団地

3%

13団地

5％

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

3時間／2時間 4時間／2.5時間 5時間／3時間 日影規制

対象外住専系 住居系 商業系 工業系

注）日影規制時間（敷地境界からの距離5m超10m以下／10m超）

(団地)

20



B調査 東京都住宅団地の諸元－８

１６．公示地価別

30万円/㎡以下の住宅団地が約5割を占める

21

注）住宅団地から最短距離にある基準値の
地価公示（平成26年1月1日）を表示。
なお、プロットは、団地の位置である。

10㎞

20㎞

30㎞

40㎞

50㎞

住宅団地数 比率

● 87 31%
● 50 18%
● 55 19%
● 63 22%
● 15 5%
● 15 5%

285 100%

地価公示区分

合計

20万円未満
20万円以上30万円未満
30万円以上40万円未満
40万円以上60万円未満
60万円以上80万円未満

80万円以上

凡例



■目的
・住宅団地の共有関係、建設年等の基本諸元等を把握

■「住宅団地」の定義
・東京都の「分譲マンション」で、同一所在地で２棟以上の住棟が存するもののうち、複数
の住棟の区分所有者による敷地の共有が確認されたもの

■調査方法
・東京都が実施したマンション実態調査（H25.3）の結果を用いて、建設年が昭和58年以
前の分譲マンション（旧耐震基準及び築30年以上を包含）で、同一所在地で2棟以上の
住棟が存するもの(506団地）の抽出後、登記簿調査により敷地の共有関係が確認され
た団地を抽出（285団地）

■調査項目
・昭和５８年以前に建設された分譲マンションにおける敷地の共有関係、立地、基本諸元

(建設年、棟数、戸数、敷地面積、床面積、構造、階層、供給主体等）、法規制（用途地
域、容積率、建ぺい率、高度地区、日影規制、一団地の住宅施設等）、不動産市況（公
示地価）を調査

（参考１）B調査

東京都の住宅団地の基本諸元等の把握

22



（参考２）建築基準法第58条の規定に基づく高度地区について

〇高度地区は、用途地域内において、市街地の環境を維持し、又は土地利用の増進を
図るため、建築物の高さの最高限度又は最低限度を定める地域地区で、区市町村が
必要に応じて都市計画において定める。

 

 

Ｈm 

隣地境界線 

第１種高度地区 第２種高度地区

第３種高度地区 Ｈｍ絶対高さ種高度地区

東京都都市計画における高度地区の分類※

※高度地区は区市町村決定であり、これ以外にも各区市町村において多様に定めている。 23



◇低層住居専用地域の場合

◇対象区域

※商業地域、工業地域、工業専用地域は
日影規制の対象外

以下の地域から、地方公共団体の条例で区域を指定

第１種・第２種低層住居専用地域、
第１種・第２種中高層住居専用地域、
第１種・第２種住居地域、準住居地域、
近隣商業地域、準工業地域

1.5

（参考３－１）建築基準法第56条の２の規定に基づく日影規制について

〇日影規制は、中高層建築物によって生じる日影を一定時間の範囲に規制することによ
り、その周辺の一定の日照を確保するもので、地方公共団体の土地の利用状況等を勘
案して、条例により、規制対象区域と規制値を決定する。

24



（参考３－２）建築基準法別表第４ 日影による中高層の建築物の制限

地域又は区域
制限を受ける

建築物
平均地盤面か

らの高さ

敷地境界線から
10ｍ以内の範囲に

おける日影時間

敷地境界線から
10ｍを超える範囲に

おける日影時間

１
第一種低層住居専用地域

第二種低層住居専用地域

軒の高さ７ｍ超又は

地階を除く階数が３以

上

1.5ｍ

(１) ３時間 ２時間

(２) ４時間 ２．５時間

(３) ５時間 ３時間

２
第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域
高さ10ｍ超

４ｍ

又は

6.5ｍ※

(１) ３時間 ２時間

(２) ４時間 ２．５時間

(３) ５時間 ３時間

３
第一種・第二種・準住居地域、

近隣商業地域又は準工業地域
高さ10ｍ超

４ｍ

又は

6.5ｍ※

(１) ４時間 ２．５時間

(２) ５時間 ３時間

４ 用途地域の指定のない区域

軒の高さ７ｍ超又は

地階を除く階数が３以

上

1.5ｍ

(１) ３時間 ２時間

(２) ４時間 ２．５時間

(３) ５時間 ３時間

高さ10ｍ超 ４ｍ

(１) ３時間 ２時間

(２) ４時間 ２．５時間

(３) ５時間 ３時間

※２の項及び３の項にあつては、当該各項に掲げる平均地盤面からの高さのうちから地方公共団体が当該区域
の土地利用の状況等を勘案して条例で指定する。

25



３. その他調査

26※出典の記載がないものについては、全て国土交通省調べ



137

119 116 

101 

113 
85 

0

50

100

150

S54 S60 H3 H9 H14 H19

（件）

商店数

＜Ａ団地＞（東京都府中市） 供給開始：S41年/分譲住戸数：約700戸
供給主体：日本住宅公団 立地：JR、私鉄駅 徒歩15分程度

その他調査

住宅団地周辺の商店数等の推移事例－１

高経年住宅団地周辺における商店数・年間販売額の減少の事例

【調査概要】

・商業統計調査(経済産業省）のメッシュデータを用い、最寄品商圏を想定して住宅団地が位置する１km
メッシュの経年変化を調査。

・複数メッシュにまたがる団地は、各メッシュの合計値を集計。
・最寄駅までの徒歩又はバスによる想定時間は、最寄駅から団地中心部までを計測。

863,562

1,002,279 

1,277,097 

835,384 834,669 
664,860 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

S54 S60 H3 H9 H14 H19

（万円）

年間販売額

38％減少

48％減少
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（件）

商店数

0

1,315,400

1,676,639 

1,952,410 

2,321,199 

2,121,829 1,672,780 

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

S54 S60 H3 H9 H14 H19

（万円）

年間販売額

269
274 

294 

282 

173 150 

100

150

200

250

300

350

S54 S60 H3 H9 H14 H19

（件）

商店数

947,559

1,527,989 

1,969,881 

2,324,467 

1,296,093 
1,068,048 

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

S54 S60 H3 H9 H14 H19

（万円）

年間販売額

49％減少 54％減少

42％減少

28％減少

0 0

0

その他調査

住宅団地周辺の商店数等の推移事例－２

＜Ｂ団地＞（京都府八幡市) 供給開始：S47年/分譲住戸数：約1,500戸（賃貸約4,600戸）
供給主体：日本住宅公団、府住宅供給公社 立地：私鉄駅 バス15分程度

＜Ｃ団地＞（兵庫県神戸市） 供給開始：S39年/分譲住戸数：約10,800戸（賃貸約2,700戸）
供給主体：県住宅供給公社 立地：JR駅 徒歩10分程度
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336 

343 

310 

244 

187 
150 

100

150

200

250

300

350

400

S54 S60 H3 H9 H14 H19

＜Ｄ団地＞（千葉県船橋市) 供給開始：S39年/分譲住戸数：約200戸（賃貸約3,300戸）
供給主体:日本住宅公団 立地：私鉄駅 徒歩10分程度

1,379,668 
1,523,680 

1,743,230 

1,748,608 

1,274,282 

1,069,811 

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

S54 S60 H3 H9 H14 H19

（万円）

年間販売額

0

0
56％減少

商店数

0

39％減少

（件）

91 

110 

111 

105 

82 
65 

0

50

100

150

S54 S60 H3 H9 H14 H19

（件）

商店数

41％減少
317,113 

550,743 
676,698 

1,065,942 

425,043 
358,396 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

S54 S60 H3 H9 H14 H19

（万円）

年間販売額

66％減少

その他調査

住宅団地周辺の商店数等の推移事例－３

＜Ｅ団地＞（三重県四日市市） 供給開始：S45年/分譲住戸数：約300戸（賃貸約1,700戸）
供給主体:日本住宅公団 立地：私鉄駅 徒歩35分程度

29



389,411 

520,498 

672,598 

457,868 
348,068 

346,408 

0

500,000

1,000,000

S54 S60 H3 H9 H14 H19

（万円）

年間販売額

38 
43 

45 

42 

27 

23 

0

10

20

30

40

50

S54 S60 H3 H9 H14 H19

（件）

商店数

＜Ｇ団地＞（福岡県北九州市） 供給開始：S31年/分譲住戸数：約100戸（賃貸約60戸）
供給主体:日本住宅公団 立地：JR駅 バス30分程度
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53％減少

49％減少
48％減少

その他調査

住宅団地周辺の商店数等の推移事例－４

＜Ｆ団地＞（埼玉県坂戸市) 供給開始：S49年/分譲住戸数：約300戸（賃貸約3,300戸）
供給主体:日本住宅公団 立地：私鉄駅 徒歩10分程度
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55％減少

700,000

その他調査

住宅団地周辺の商店数等の推移事例－５

＜Ｈ団地＞（埼玉県鶴ヶ島市) 供給開始：S57年/分譲住戸数：約1,400戸（賃貸約900戸）
供給主体:日本住宅公団 立地：私鉄駅 バス5分程度
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その他調査

住宅団地周辺の商店数等の推移事例－６

商店数、年間販売額共に変化が少なく商業施設、医療施設等の集積している事例
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年間販売額

■Ｉ団地 周辺1km圏域の人口、世帯数の推移

出典：国勢調査小地域集計

＜Ｉ団地＞（神奈川県横浜市） 供給開始：S45年/住戸数：約3,300戸(賃貸含む）
供給主体:県住宅供給公社 立地：JR駅 バス10分程度
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■Ｉ団地 周辺施設分布（1:10000）

■団地1km圏内の施設

住宅団地周辺1km圏内に商業施設、幼稚園、医療施設、福祉施設等が多数立地

33

I団地周辺施設分布

● 商業施設

1 スーパーマーケット

2 スーパーマーケット

3 スーパーマーケット

● 幼稚園

4 私立幼稚園

5 私立幼稚園

6 私立幼稚園

● 医療施設

7 私立病院

8 私立病院

9 私立クリニック

10 私立医院

● 在宅介護支援施設

11 社会福祉法人在宅介護支援施設

12 社会福祉法人在宅介護支援施設

● 高齢者福祉施設

13 民営老人ホーム

14 民営老人ホーム

15 民営老人ホーム

16 民営老人保健施設



その他調査

高経年住宅団地特有の課題 住民の急激な高齢化

高経年住宅団地において、一般の既成市街地に比較して、急激な高齢化が進行して
いる事例

＜各団地の概要〉

高齢化率は全県平均より10％～
20％程度高い

      団地名

 

項目
北須磨 明舞団地 高倉台 鶴甲 ひよどり台

入居開
始年次

S42 S39 S48 S43 S50

規模
（ｈａ）

76 197 96 40 110

人口
（人）

5,658 21,412 7,521 4,744 7,337

世帯数
（世帯）

2,269 10,014 3,296 2,001 3,275

高齢化
率

44.0% 35.9% 35.2% 33.4% 33.1%

※人口・世帯数はＨ２２国勢調査結果

＜Ａ市の例＞

ａ団地

ｂ団地

ｃ団地

ｄ団地

ｅ団地

ａ団地 ｂ団地 ｃ団地 ｄ団地 ｅ団地

34
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名称 区画数 入居区画 入居率

a棟 47 21 44.7% センター地区

b棟 2 1 50.0% センター地区

c棟 26 17 65.4% センター地区

d棟 21 21 100.0% センター地区

e棟 23 8 34.8% サブセンター

f棟 13 9 69.2% サブセンター

g棟 4 3 75.0% サブセンター

H棟 21 16 76.2% サブセンター

計 157 96 61.2%

その他調査

住宅団地内の商業施設の入居率が低下している事例

■近隣センター等の衰退（写真はイメージ）
※平成27年3月末時点

35

■C団地の例（28ページ 掲載）



その他調査

高経年団地における流動性の低下

〇 平成23年度B市高経年マンション実態調査結果（実施主体：B市）より国土交通省集計
平成2年以前に建築されたB市内の分譲マンションについて、アンケートを実施
回収総数 302マンション（回収率 45.6%）

〇空き家率 〇高齢化率

〇賃貸化率

団地型
（28）

単棟型
（193）

７．６％ ５．２％

団地型
（28）

単棟型
（148）

３３．３％ ２７．７％

団地型
（35）

単棟型
（202）

１１．５％ １９．８％

高経年住宅団地では、同時期に建設された単棟型マンションよりも、空き家率、高齢
化率が高い反面、賃貸化率が低く、流動性が低い状況がみられる。

※（）内については、有効回答数 ※（）内については、有効回答数

※（）内については、有効回答数

0

10

20

30

40

空き家率 高齢化率 賃貸化率

団地型 単棟型

%
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＜Y団地＞
（神奈川県横浜市）

・総戸数:約300戸
・築 年：S41年

その他調査

住宅団地の地域環境貢献事例

周辺に空地が少なく、公共施設整備が十分でない場合、住宅団地が地域の環境向上
に大きく寄与している

＜Z団地＞

（東京都板橋区）
・総戸数：約1,900戸
・築 年：S53年

空中写真提供：国土地理院（国土交通省にて一部加工）

空中写真提供：国土地理院（国土交通省にて一部加工）
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その他調査
空き家の現状 推移と種類別内訳

○ 住宅総数約6,062万戸のうち空き家の総数は、約820万戸で約14％を占める
○ 「その他の住宅」のうち一戸建の空き家は、約231万戸で一戸建住宅総数約3,175万戸

の約7％を占める
○ 賃貸用住宅総数約2,281万戸のうち空き家の総数は、約429万戸で約19％を占める

[空き家の種類]
二次的住宅：別荘及びその他（たまに寝泊まりする人がいる住宅）
賃貸用又は売却用の住宅：新築・中古を問わず，賃貸又は売却のために空き家になっている住宅
その他の住宅：上記の他に人が住んでいない住宅（例えば，転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅）

建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅(空き家の区分の判断が困難な住宅を含む）

【出典】：住宅・土地統計調査（総務省）

【空き家の種類別内訳】【空き家の種類別の空き家数の推移】
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【出典】：平成25年度住宅・土地統計調査（総務省）

空き家総数
8,195,600戸

賃貸用の
住宅

52.4%
(4,291,800)

二次的
住宅
5.0%

(412,000)

売却用の
住宅
3.8%

(308,200)

その他の
住宅

38.8%
(3,183,600)

長屋建
1.8%

(147,100)

その他
0.2%

(20,400)

共同住宅
（非木造）

7.3%
(594,300)

共同住宅
（木造）
1.4%

(116,300)

一戸建
（非木造）

1.1%
(105,500)

一戸建
（木造）
26.8%

(2,199,900)
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分譲マンションの空き家発生状況(全国分)

■建設年代別分譲マンションの空き家発生状況

○ 全国の分譲マンション約600万戸のうち、空き家の割合は約6％（約38万戸）
○ 経年とともに空き家率が上昇

全国の分譲マンション平均空き家率6.3％
※建築年不詳の空き家を含む

39

注）１. 本グラフの数値は、平成25年住宅・土地統計調査の個票データを特別集計し推計したものであり、前頁の「その他住宅」における共同住宅の空き家数とは一致しない。
２. 建て方が共同住宅、構造が鉄骨・鉄筋コンクリート造及び鉄骨造、階数が3階建て以上、住棟内に持ち家が2戸以上あるものを分譲マンションと判定。
３.空き家は、「居住世帯のない住宅」のうち、「一時現在者のみの住宅」と「建築中の住宅」を除いた住宅。
４. 住宅・土地統計調査において、「建築の時期」は「居住世帯のある住宅」の調査項目である。ただし、マンション（共同住宅）の空き家の場合、他に「居住世帯のある住宅」から

「建築の時期」を把握することが可能である。なお、「居住世帯のある住宅」においても「建築の時期」が不明の場合、建築年不詳として集計している。
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分譲マンションの空き家発生状況(東京都分)

１．建設年代別分譲マンションの空き家発生状況

全国の傾向と同様に、経年とともに空き家率が上昇するが全国より低い傾向

２．建設年代別分譲住宅団地の空き家発生状況

分譲マンション全体に比べ、住宅団地の空き家率が高い傾向

注）１.平成25年住宅・土地統計調査の特別集計により抽出した東京都の分譲マンションについて、平成22年国勢調査の個票データより住所情報（街区又は街区に準じた小区画レベル）
を付与。その上で、東京都マンション実態調査を用い抽出した団地型マンション候補の住所情報を照合し一致した分譲マンションを住宅団地とみなし、住宅・土地統計 調査より、そ
の空き家を推計。
（住宅・土地統計調査は抽出調査のため、東京都マンション実態調査より抽出した住宅団地全てがデータに含まれてはいない。乗率を用い全数を推計している。 ）

２.住宅・土地統計調査において、「建築の時期」は「居住世帯のある住宅」の調査項目である。ただし、マンション（共同住宅）の空き家の場合、他に「居住世帯のある住宅」から「建築
の時期」を把握することが可能である。なお、「居住世帯のある住宅」においても「建築の時期」が不明の場合、建築年不詳として集計している。

東京都の分譲マンション平均空き家率5.6％
※建築年不詳の空き家を含む

東京都の分譲住宅団地平均空き家率7.3％
※建築年不詳の空き家を含む
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